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令和４年度 

農業農村整備事業等補助事業評価技術検討会（期中評価） 

 沖縄総合事務局 

 

 

議事次第 

 

 

日時：令和５年１月 27 日（金） 

13：30～15：30 

場所：沖縄総合事務局６F 研修室 

 

１ 開会 

２ 技術検討会の座長選出 

３ 議事 

（１）技術検討会に関する情報公開について 

（２）事業評価のスケジュールについて 

（３）令和４年度の事業評価地区（再評価）について 

（４）質疑応答 

４ 閉会 
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令和４年度  

農業農村整備事業等補助事業評価技術検討会（期中評価） 

沖縄総合事務局 

 
 

杉村
すぎむら

 泰彦
やすひこ

    琉球大学農学部教授 

 

仲村渠
なかんだかり

 将
たもつ

    琉球大学農学部准教授 

 

仲間
な か ま

 隆子
た か こ

    JA おきなわ女性部副会長 

 

（敬称略） 
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（期中評価）

事業担当課名 事業名 地区名 関係市町名 事業主体

水利施設等保全高度化事業
（基幹水利施設整備型） 伊江

い え

東部
と う ぶ

伊江村 県

水利施設等保全高度化事業
（畑地帯総合整備型） 大座

おおざ
石垣市 県

令和４年度　農業農村整備事業等補助事業評価（再評価）地区一覧

農村振興課
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農業競争力強化農地整備事業

栃木
静岡
茨城
埼玉
長野
群馬
千葉

令和４年度　農業農村整備事業等補助事業評価（再評価）　対象地区

水利施設等保全高度化事業

大座地区

伊江東部地区

資料１
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国営事業の概要

２

伊江東部地区

事業の進歩状況

３
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事業の進歩状況

全体 Ｒ３年度まで Ｒ４年度 Ｒ５年度

事業費 1,677百万円 1,378百万円 176百万円 123百万円

進歩率 － 82% 93% 100%

事業量
畑かん施設125ha

加圧機1基
畑かん施設105ha

加圧機1基
畑かん施設8ha 畑かん施設12ha

進歩率 － 84% 90% 100%

伊江東部地区

全体 Ｒ３年度まで Ｒ４年度 Ｒ５年度

工事費 64,200千円 64,200千円 0千円 0千円

平成30年度 加圧機場設置工事（建屋、機械）

計 画 概 要

工 期 H24～R5

受益面積

田 畑 樹園地 その他 計

事 業 費 1,677百万円 ha ha ha ha ha

事業内容

畑かん施設 125ha
（L＝管水路 32,218ｍ、給水栓 779基）

－ 125 － － 125

加圧機場 １箇所
関係市町村 伊江村 主要作物 きく、とうがん、さやいんげん、にがうり

受益者数 373人 反当事業費 13,416千円

４

事業実施状況の写真

５
用水路・給水栓の設置状況 加圧機場の設置状況
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本事業の実施により見込まれる効果

花きや野菜等収益性の高い作物生産を拡大し、農業経営の安定化を図る

水不足、塩害によるロール現象 トラック運搬によるかん水作業

➢既設のため池のみでは水源が不足

➢かんがい施設が整備されておらず、
水くみ、運搬、散水作業が必要

関連事業の水源（地下ダム）整備及び
本事業によるかんがい施設の整備

国営事業で整備された地下ダムを水
源として末端かんがい施設を整備し
畑まで水を供給

➢地区内で生産されている小ぎく、とうがん、島らっきょう等は、
県の拠点産地に認定

小ぎく とうがん 島らっきょう

６
（平成28年認定） （平成15年認定） （平成29年認定）

(単位：千円)
区 分

効果項目
年総効果 効果の要因（便益）額

食料の安定供給に関する効果 429,868

作物生産効果 395,000農業用用排水施設の整備を実施した場合と実施しなかった場合での作物生産量が増減する効果

品質向上効果 387
農業用用排水施設の整備を実施した場合と実施し
なかった場合での生産物の単価が維持、向上する
効果

営農経費節減効果 50,229農業用用排水施設の整備を実施した場合と実施しなかった場合での営農経費が増減する効果

維持管理費節減効果 △ 15,748
農業用用排水施設の整備を実施した場合と実施し
なかった場合での施設の維持管理費が増減する効
果

多面的機能の発揮に関する効果 15,075

景観・環境保全効果 15,075
農業用用水施設の整備にあたり、周辺の景観や環
境へ配慮した設計・構造を合わせもった施設とし
て整備されることで発揮される効果

その他の効果 36,616

国産農産物安定供給効果 36,616
農業用用水施設等の整備により農業生産性の向上
や営農条件等の改善が図られ、国産農産物の安定
供給に寄与する効果

合 計 481,559

事業実施による効果（費用対効果の算出）

総便益（Ｂ） 11,152百万円
総費用（Ｃ） 9,625百万円
総費用総便益比（Ｂ/Ｃ） 1.15

総費用総便益比の算定結果

【効果項目と年効果額】

７
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長工期化の原因と今後の対応方針

●受益内の地元要望
により、地区編入があ
り、編入手続きや設
計業務に１年、工事
実施に１年の計２年
の期間を要するため、
事業が長期化。

●地区編入箇所につ
いては整備内容、施
工計画、地元調整等
も整っており、令和５
年までに事業完了す
る見通しである。

新規編入地区の位置図

８

受 益 地

当初受益地 123.0ha

地区編入 2.0ha

総事業面積 125.0ha

事業主体の事業実施、予算要求の方針

地元（受益者、地方公共団体等）の意向

整備済み地区においては、 かんがい用水の確保により、花き（きく）、とうがん、島らっ
きょうなどの作付が行われており、近隣農地も新たに追加編入となるなど、高収益作物へ
の転換の気運が高まり、末端畑地かんがい施設の早期完了が望まれている。

事業主体の事業実施方針

継続する。

事業主体の予算要求方針

令和５年度予算を要求する。

９
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＜参考＞ 地区内営農状況

きく（小ぎく） にんにく島らっきょう

かぼちゃ かんしょ（紅イモ） マンゴ―
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別紙様式１ 
農業農村整備事業等再評価地区別資料 

 

局    名 沖縄総合事務局 

 

都道府県名 沖縄県 関係市町村名 国頭
くにがみ

郡
ぐん

伊江村
い え そ ん

 

事 業 名 水利施設等保全高度化事業 地  区  名 伊江
い え

東部
と う ぶ

 

事業主体名 沖縄県 事業採択年度 平成 24 年度 

〔事業内容〕 

事 業 目 的： 

本地区は、沖縄本島の北西海上に位置する伊江島東部の畑作地帯であり、

さとうきび、葉たばこを基幹とし、野菜、花卉（キク）等が作付けされてい

るが、畑作に必要な用水は雨水と既設ため池に頼る不安定なものとなってお

り、保水力の低い土壌条件と相まって恒常的に干ばつ被害を受けている。 

 このため、本事業により国営かんがい排水事業の実施に合わせて末端用水

施設を整備することにより、安定的なかんがい用水を確保し、農業生産性の

向上及び農業経営の安定化を図り、本地域全体として農業競争力の強化を図

るものである。 

受 益 面 積： 

主要工事計画： 

125ha 

畑地かんがい施設 125ha（管水路 32km 給水栓 779 基） 

加 圧 機 場 １箇所 

総 事 業 費： 1,677 百万円（計画総事業費：1,676 百万円） 

工 期： 平成 24 年度～令和５年度（計画工期：平成 24 年度～令和３年度） 

関 連 事 業： 国営かんがい排水事業伊江地区 

〔項 目〕 

ア 事業の進捗状況 

本地区の畑地かんがい施設整備は概ね完了しており、令和３年度までの進捗率は、84.0％で

ある。今後、編入箇所の整備を進める予定である。 

 

① 計画工期に対して著しい変更は認められないか 

 本地区は、平成 24 年度に事業採択されたものの、受益内の地元要望により、地区編入があ

った。その編入手続きや設計業務に１年、工事に１年、計２年の期間を要するため、工期を延

伸することとなった。その後は畑地かんがい施設整備が進み、残事業の整備も令和５年度完了

に向け計画的に事業進捗を図る予定である。 

 

②地元負担等について、関係者間の合意形成が図られているか 

 地元負担について関係者との合意形成が図られている。 

 

イ 関連事業の進捗状況 

本地区の関連事業は「国営かんがい排水事業伊江地区」である。国営事業は平成 29 年度に

完了・供用開始しており、水源施設である伊江地下ダムが完成し、受益地への早期送水に向け

て各施設の整備を進めている。 

 

① 「農業農村整備事業管理計画」等に即し、関連施策等との連携・調整が行われているか 

農業農村整備事業管理計画に即し、適切に連携・調整が行われている。 
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② 国営附帯地区については、国営事業との進度調整が図られているか 

国営事業の進捗に応じて本事業で整備する加圧機場は整備済みである。なお、国営事業から

の用水供給は開始している。 

 

ウ 農業情勢、農村の状況その他の社会経済情勢の変化 

① 受益面積の増又は減が 10％未満であるか 

計画変更(令和５月１月 16 日計画確定)以降、10％を越える受益面積の変動はない。 

 

② 主要工事計画の著しい変更が認められないか 

主要工事計画の著しい変更はない。 

 

エ 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化（費用対効果分析の結果を含む） 

 計画変更(令和５年１月 16 日計画確定)と今回の再評価（令和４年度時点）では、時点がほ

ぼ同じであるため、要因の変化はない。 

  

① 工法や事業量の変更に伴う事業費増分（労賃又は物価の変動によるものを除く。）が計画

事業費の 10％未満であるか 

  計画変更（令和５月１月 16 日計画確定）以降、10％を越える計画事業費の変動はない。 

 

② 市町村等が策定する農業振興計画等との整合が図られているか 

伊江村の農業振興地域整備計画と整合が図られている。 

 

③ 費用対効果分析の結果 

（B/C）1.15（現計画 1.09） 

 

オ 環境等の調和への配慮 

 本地域は、離島として豊かな海と美しい農村風景に恵まれており、伊江村の田園環境整備マ

スタープランにおいては環境配慮区域となっている。 

 地区内に特に配慮すべき生物が生息していない状況であるが、工事実施に際しては「沖縄県

赤土等流出防止条例」にもとづいた赤土等流出対策を行ってきたところである。 

 今後、残事業となる管路および畑地かんがい施設工事等においても引き続き赤土流出防止に

努める。 

 

カ 事業コスト縮減等の可能性 

発生残土の現場内流用や村との調整による受入場所の確保を積極的に行い、土砂の有効利用

及び事業コストの縮減を図っている。 

今後、実施予定の工事においても、積極的にコスト縮減に努めることとする。 

 

キ 地元（受益者、地方公共団体等）の意向 

沖縄県では農林水産業振興計画に基づき、市場競争力の強化や有利販売に取り組むため戦略

品目を定めており、伊江村ではこれまでに花卉拠点産地（輪ギク）、野菜拠点産地（とうがん、

島らっきょう）、肉用牛拠点産地（子牛）が認定されていたところ、国営事業完了前年の平成

28 年には新たに花卉拠点産地（小菊、スプレーギク、モンステラ）が認定されるなど、農業生

産振興に取り組んでいる。 

受益地では、さとうきび、葉たばこ、花卉（キク）を中心に生産しているところであるが、

かんがい用水の確保により、高収益作物への転換や品質向上をはかり、農業生産性の向上と農

業経営の安定化を目指しているところである。そのためにも末端の畑地かんがい施設の完成に

より効果の早期発現を望んでいる。 

 

ク その他 

   該当なし 
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事 業 主 体 の 

事業実施方針 

継続する。 

事 業 主 体 の 

予算要求方針 

令和５年度予算を要求する。 

第  三   者 

の 意 見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補 助 金 

交 付 の 方 針 
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事業の進歩状況

【事業概要】
区画整理︓44.8ha

２

令和3年度まで 27.3ha

4.9ha

12.6ha

令和6年度以降
完了に向けた

の換地を予定

（うち農道及び排水路整備のみ）

凡　例

令和4年度

令和5年度

9.6ha

事業の進歩状況

全体 Ｒ３年度まで Ｒ４年度 Ｒ５年度以降

事業費 1,832百万円 1,246百万円 136百万円 450百万円

進歩率 － 68% 75% 100%
事業量 区画整理44.8ha 区画整理27.3ha 区画整理4.9ha 区画整理12.6ha

進歩率 － 61% 72% 100%

大座地区

計 画 概 要

工 期 H24～R６

受益面積

田 畑 樹園地 その他 計

事 業 費 1,832百万円 ha ha ha ha ha

事業内容
区画整理 44.8ha
（整地工44.8ha、農道7.3km、排水路9.8km）

－ 44.8 － － 44.8

関係市町村 石垣市 主要作物 さとうきび、パインアップル、飼料作物

受益者数 53人 反当事業費 4,089千円

３
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事業実施状況の写真

整地工の実施状況

４

法面工の実施状況

水兼農道の実施状況 沈砂池の実施状況

本事業の実施により見込まれる効果

不整形で耕作道等が未整備

手刈りによるさとうきびの収獲

ほ場の整形化及び大型農業機械を導入し、農業生産性の向上を図る

➢ ほ場は不整形で、隣接するほ場との高
低差が大きく、農道や排水路が未整備

➢ ほ場条件が悪いため、大型農業機械が
導入できない状況

区画の整形化、農道や排水路等の整備 作付面積の拡大

➢区画の整形化、農道や排水路等の整備と大型農業機械の導入
➢労働時間の節減や生産コストの低減による経営規模の拡大

５

整備前のほ場形状

大型農業機械が導入できないほ場

整備後のほ場形状

ハ―ベスタによるさとうきびの収獲 【参考】
石垣市の県拠点産地指定品物

・パインアップル（平成19年認定）
・肉用子牛・肥育牛(平成20年認定）

さとうきび

大型農業機械の導入

パインアップル

飼料作物

資料４



(単位： 千円)

年総効果

（ 便益） 額

食料の安定供給に関する 効果 35,689

作物生産効果 3,679
区画整理の整備を 実施し た場合と 実施し なかった場合での

作物生産量が増減する 効果

営農経費節減効果 38,130
区画整理の整備を 実施し た場合と 実施し なかった場合での

営農経費が増減する 効果

維持管理費節減効果 △ 6,120
区画整理の整備を 実施し た場合と 実施し なかった場合での

施設の維持管理費が増減する 効果

農業の持続的発展に関する 効果 3,124

災害防止効果（ 農業関係資産） 3,124

区画整理の整備にあたり 、 周辺の景観や環境へ配慮し た設

計・ 構造を 合わせも っ た施設と し て整備さ れる こ と で発揮

さ れる 効果

多面的機能の発揮に関する 効果 64,635

景観・ 環境保全効果 64,635

区画整理の整備にあたり 、 周辺の景観や環境へ配慮し た設

計・ 構造を 合わせも っ た施設と し て整備さ れる こ と で発揮

さ れる 効果

その他の効果 2,686

国産農産物安定供給効果 2,686
区画整理等の整備によ り 農業生産性の向上や営農条件等の

改善が図ら れ、 国産農産物の安定供給に寄与する 効果

106,134

効果の要因
            区 分

効果項目

合   計

事業実施による効果（費用対効果の算出）

総便益（Ｂ） 2,409百万円

総費用（Ｃ） 2,138百万円

総費用総便益比（Ｂ/Ｃ） 1.12

総費用総便益比の算定結果

６

【効果項目と年効果額】

長工期化の原因と今後の対応方針

●当初計画していた沈砂池の所有者が亡く
なったことにより、複数の相続人が発生し、地
権者全員の同意が得られなかった。

そのため、沈砂池の位置変更に係る関係者
との調整や設計の見直しが必要となったこと
から、事業が長期化した。

変更計画当初計画

1-2号沈砂池

5号沈砂池

沈砂池変更位置図

●地元説明会を開催し、理解が得られており、
現在の組織体制で執行可能であることから、
令和５年度までに区画整理を完了し、令和６
年度に事業完了する予定である。

７
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計画変更の方針

計画変更の方針

本地区の受益面積は、7.3haの減（14％）が生じることが見込まれており、面積減が確定
すれば計画変更要件に該当。今後、受益面積の精査と計画変更手続きを進める予定。

受益面積：52.1ha→44.8ha（相続発生に伴う同意取得困難による減）
工期：平成24年度～令和６年度
事業費：1,832百万円

受益面積変動の要因

相続が発生した農地において、同意取得が困難となったため。

今後の作業予定

R5年９月：適否決定～R6年３月：計画確定
R5年12月：同意取得

※計画変更時点で費用対効果は再度算定

８

その他変更内容と要因

農家より、現況で十分営農に支障がないため現農地の形状を維持した整備への強い要
望があったことから、44.8haの区画整理のうち9.6haは農道と排水路のみに変更。

事業主体の事業実施、予算要求の方針

地元（受益者、地方公共団体等）の意向

区画整理、農道、排水路が整備された農地では、大型農業機械の導入等による労働力
の節減、生産コストの低減及び経営規模の拡大が図られていることから、未整備農地の
早期完了を要望している。

事業主体の事業実施方針

継続する。

事業主体の予算要求方針

令和５年度予算を要求する。

９
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別紙様式１ 
農業農村整備事業等再評価地区別資料 

 

局    名 沖縄総合事務局 

 

都道府県名 沖縄県 関係市町村名 石垣市
い し が き し

 

事 業 名 水利施設等保全高度化事業 地  区  名 大座
お お ざ

 

事業主体名 沖縄県 事業採択年度 平成 24 年度 

〔事業内容〕 

事 業 目 的： 

本地区は、石垣島中央部、底原ダムの南側に位置した国頭マージ土壌地帯

で、さとうきび、牧草、パインアップル等の作付けが行われている畑作地帯

である。 

本地区の農業基盤整備は遅れており不整形な耕地が多く、現況ほ場傾斜は

概ね５～10％であるが隣接するほ場や原野等は高低差が５～10m と大きい。ま

た、道路、排水路が未整備なため、作物の収量及び農業機械の稼働率が悪く、

農業生産性がかなり低い状況にある。 

 よって、本事業の導入により農地の集団化、大型機械の導入、営農労力の

節減など生産コストの低減を図り、営農規模の拡大とともに担い手農家の育

成を推進し、本地域全体として農業競争力の強化を図るものである 

受 益 面 積： 

主要工事計画： 

45ha 

区画整理 45ha（整地工 45ha、農道７km、排水路 10km） 

総 事 業 費： 1,832 百万円（計画総事業費：1,665 百万円） 

工 期： 平成 24 年度～令和６年度（計画工期：平成 24 年度～令和３年度） 

関 連 事 業： なし 

〔項 目〕 

ア 事業の進捗状況 

本地区は、区画整理を実施中であり、令和３年度までの進捗率は、60.9％である。今後、令

和６年度完了に向けて、区画整理を実施する予定である。 

 

① 計画工期に対して著しい変更は認められないか 

 本地区は、平成 24 年度に事業採択されたものの、沈砂地の位置変更に係る関係者との調整

や設計の見直しに時間を要したことから工期を延伸することとなった。今後区画整理を進め、

残事業の整備を令和６年度完了に向け計画的に事業進捗を図る予定である。 

 

②地元負担等について、関係者間の合意形成が図られているか 

 地元負担について関係者との合意形成が図られている。 

 

イ 関連事業の進捗状況 

該当する関連事業はない 

 

① 「農業農村整備事業管理計画」等に即し、関連施策等との連携・調整が行われているか 

農業農村整備事業管理計画に即し、適切に連携・調整が行われている。 

 

② 国営附帯地区については、国営事業との進度調整が図られているか 

本地区は国営附帯地区ではない 

資料５
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ウ 農業情勢、農村の状況その他の社会経済情勢の変化 

① 受益面積の増又は減が 10％未満であるか 

採択時点より受益面積の 10％以上の減が生じる見込みであり、令和５年度に計画変更手続き

を行う予定である。 

 

② 主要工事計画の著しい変更が認められないか 

主要工事計画に著しい変更はない。 

 

エ 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化（費用対効果分析の結果を含む） 

 本地区は、現計画と農業効果の算定基礎となる地域農業振興の基本方針などに大きな変更は

なく、費用対効果分析の基礎となる要因の変化は生じていない。 

  

① 工法や事業量の変更に伴う事業費増分（労賃又は物価の変動によるものを除く。）が計画

事業費の 10％未満であるか 

  工法や事業量の変更に伴う事業費増分（労賃又は物価の変動によるものを除く。）の 10％を

超える計画事業費の変更はない。 

 

② 市町村等が策定する農業振興計画等との整合が図られているか 

石垣市の農業振興地域整備計画と整合が図られている。 

 

③ 費用対効果分析の結果 

（B/C）1.12（現計画時：1.05） 

 

オ 環境等の調和への配慮 

 本地区は、石垣市が策定している石垣市農村環境計画において、農業環境創造ゾーンとなっ

ており、工事の施行にあたっては、沖縄県「赤土等流出防止条例」に基づき、工事期間中に流

出する赤土を防止しするとともに周辺環境への配慮に努めていく。 

 

カ 事業コスト縮減等の可能性 

発生残土の現場内流用を積極的に行い、土砂の有効利用及び事業コストの縮減を図ってい

る。 

今後、実施予定の工事においても、積極的にコスト縮減に努めることとする。 

 

キ 地元（受益者、地方公共団体等）の意向 

石垣島では、離島地域と地理的制約から土地利用型農業によりさとうきび、パインアップル

等の果樹類、畜産が基幹農業として展開されている。本地区においても、同様に土地利用型農

業が進んでおり、さとうきび、パインアップル、牧草の作付けが展開されている。また、既に

区画整理により、区画整形、農道、排水などの整備された農地では、機械化等による営農が促

進されており、未整備農地においても、早期完了を要望している。 

 

ク その他 

 該当なし 

 

事 業 主 体 の 

事業実施方針 

継続する。 

事 業 主 体 の 

予算要求方針 

令和５年度予算を要求する。 
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第  三   者 

の 意 見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補 助 金 

交 付 の 方 針 
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（別紙様式３）

１．総費用総便益比の算定

（１）総費用総便益比の総括

総費用（現在価値化）

当該事業による費用

その他費用（関連事業費＋資産価額＋再整備費）

評価期間（当該事業の工事期間＋40年）

総便益額（現在価値化）

総費用総便益比

（２）総費用の総括 （単位：千円）
当 該 関 連 評 価 期 間 評価期間 総費用
事 業 費 事 業 費 に お け る

終了時点
の

予防保全費 資産価額 ⑥＝
・再整備費

①＋②＋
③

② ③ ④ ⑤ ＋④－⑤

516,398 - - 77,589 438,809

263,634 - - 42,966 220,668

264,869 - 137,502 43,089 359,282

- - - - -

262,672 - 66,450 29,928 299,194

381,962 - 265,565 66,698 580,829

170,874 - 96,784 28,531 239,127

1,860,409 - 566,301 288,801 2,137,909

1,860,409 - 566,301 288,801 2,137,909

-

排水路工 -

水兼農道 -

防災工 -

合　計 -

当
該
事
業

整地工 -

畑面工 -

小　計 -

法面工 -

農道工

区
分

施設名 事 業 着 工
時 点 の

（又は工種）
資 産 価 額

①

② 1,860,409

③

④

⑤

⑥＝⑤÷①

277,500

53年

2,409,433

1.12

数値（千円）

大座地区の事業の効用に関する説明資料

算定式

①＝②＋③ 2,137,909

区　　　　　　　分

資料５
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（３）年総効果額の総括
（単位：千円）

区分

効果項目

食料の安定供給に関する効果

作物生産効果

営農経費節減効果

維持管理費節減効果

農業の持続的発展に関する効果

災害防止効果（農業関係資産）

多面的機能の発揮に関する効果

景観・環境保全効果

国産農産物安定供給効果 2,686
区画整理等の整備により農業生産性の向上や
営農条件等の改善が図られ、国産農産物の安
定供給に寄与する効果

その他の効果

3,124

3,124
区画整理の整備を実施した場合と実施しな
かった場合での災害による農業資産に係る被
害額が軽減する効果

合　　　計 106,134

64,635

64,635
区画整理の整備にあたり、周辺の景観や環境
へ配慮した設計・構造を合わせもった施設と
して整備されることで発揮される効果

2,686

3,679
区画整理の整備を実施した場合と実施しな
かった場合での作物生産量が増減する効果

38,130
区画整理の整備を実施した場合と実施しな
かった場合での営農経費が増減する効果

△ 6,120
区画整理の整備を実施した場合と実施しな
かった場合での施設の維持管理費が増減する
効果

年 総 効 果 効 果 の 要 因

（ 便 益 ） 額

35,689

資料５
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（４）総便益額算出表 （単位：千円、％）
割引率

(１＋割引率)
ｔ 更 新 分

に 係 る 備考
効 果

(t) 年効果額 年効果額 効果発生 年 発 生 年効果額 同 左
① 割 合 効 果 額 割 引 後

② ③ ④ ⑤＝ ⑥＝ ⑦＝
0.04 ③×④ ②＋⑤ ⑥÷①

1 H24 0.6756 -10 - 3,679 0.0 - - - 着工年
2 H25 0.7026 -9 - 3,679 0.0 - - -
3 H26 0.7307 -8 - 3,679 0.0 - - -
4 H27 0.7599 -7 - 3,679 9.6 353 353 465
5 H28 0.7903 -6 - 3,679 18.8 692 692 842
6 H29 0.8219 -5 - 3,679 29.2 1,074 1,074 1,257
7 H30 0.8548 -4 - 3,679 43.3 1,593 1,593 1,794
8 H31 0.8890 -3 - 3,679 53.3 1,961 1,961 2,124
9 R2 0.9246 -2 - 3,679 54.0 1,987 1,987 2,069

10 R3 0.9615 -1 - 3,679 59.7 2,196 2,196 2,199
11 R4 1.0000 0 - 3,679 68.3 2,513 2,513 2,419 評価年
12 R5 1.0400 1 - 3,679 75.7 2,785 2,785 2,578
13 R6 1.0816 2 - 3,679 87.8 3,230 3,230 2,875 完了年
14 R7 1.1249 3 - 3,679 100.0 3,679 3,679 3,149
15 R8 1.1699 4 - 3,679 100.0 3,679 3,679 3,028
16 R9 1.2167 5 - 3,679 100.0 3,679 3,679 2,911
17 R10 1.2653 6 - 3,679 100.0 3,679 3,679 2,800
18 R11 1.3159 7 - 3,679 100.0 3,679 3,679 2,692
19 R12 1.3686 8 - 3,679 100.0 3,679 3,679 2,588
20 R13 1.4233 9 - 3,679 100.0 3,679 3,679 2,489
21 R14 1.4802 10 - 3,679 100.0 3,679 3,679 2,392
22 R15 1.5395 11 - 3,679 100.0 3,679 3,679 2,301
23 R16 1.6010 12 - 3,679 100.0 3,679 3,679 2,212
24 R17 1.6651 13 - 3,679 100.0 3,679 3,679 2,128
25 R18 1.7317 14 - 3,679 100.0 3,679 3,679 2,046
26 R19 1.8009 15 - 3,679 100.0 3,679 3,679 1,967
27 R20 1.8730 16 - 3,679 100.0 3,679 3,679 1,891
28 R21 1.9479 17 - 3,679 100.0 3,679 3,679 1,819
29 R22 2.0258 18 - 3,679 100.0 3,679 3,679 1,748
30 R23 2.1069 19 - 3,679 100.0 3,679 3,679 1,681
31 R24 2.1911 20 - 3,679 100.0 3,679 3,679 1,616
32 R25 2.2788 21 - 3,679 100.0 3,679 3,679 1,554
33 R26 2.3699 22 - 3,679 100.0 3,679 3,679 1,494
34 R27 2.4647 23 - 3,679 100.0 3,679 3,679 1,437
35 R28 2.5633 24 - 3,679 100.0 3,679 3,679 1,381
36 R29 2.6658 25 - 3,679 100.0 3,679 3,679 1,329
37 R30 2.7725 26 - 3,679 100.0 3,679 3,679 1,278
38 R31 2.8834 27 - 3,679 100.0 3,679 3,679 1,228
39 R32 2.9987 28 - 3,679 100.0 3,679 3,679 1,181
40 R33 3.1187 29 - 3,679 100.0 3,679 3,679 1,136
41 R34 3.2434 30 - 3,679 100.0 3,679 3,679 1,092
42 R35 3.3731 31 - 3,679 100.0 3,679 3,679 1,050
43 R36 3.5081 32 - 3,679 100.0 3,679 3,679 1,010
44 R37 3.6484 33 - 3,679 100.0 3,679 3,679 970
45 R38 3.7943 34 - 3,679 100.0 3,679 3,679 934
46 R39 3.9461 35 - 3,679 100.0 3,679 3,679 897
47 R40 4.1039 36 - 3,679 100.0 3,679 3,679 863
48 R41 4.2681 37 - 3,679 100.0 3,679 3,679 830
49 R42 4.4388 38 - 3,679 100.0 3,679 3,679 798
50 R43 4.6164 39 - 3,679 100.0 3,679 3,679 767
51 R44 4.8010 40 - 3,679 100.0 3,679 3,679 737
52 R45 4.9931 41 - 3,679 100.0 3,679 3,679 710
53 R46 5.1928 42 - 3,679 100.0 3,679 3,679 682

合計（総便益額） 83,438
※経過年は評価年からの年数。

評
価
期
間

年
度

作物生産効果
新設及び機能向上分

に係る効果
計

経
過
年

資料５

7



（４）総便益額算出表 （単位：千円、％）
割引率

(１＋割引率)
ｔ 更 新 分

に 係 る 備考
効 果

(t) 年効果額 年効果額 効果発生 年 発 生 年効果額 同 左
① 割 合 効 果 額 割 引 後

② ③ ④ ⑤＝ ⑥＝ ⑦＝
0.04 ③×④ ②＋⑤ ⑥÷①

1 H24 0.6756 -10 - 38,130 0.0 - - - 着工年
2 H25 0.7026 -9 - 38,130 0.0 - - -
3 H26 0.7307 -8 - 38,130 0.0 - - -
4 H27 0.7599 -7 - 38,130 9.6 3,660 3,660 4,816
5 H28 0.7903 -6 - 38,130 18.8 7,168 7,168 8,773
6 H29 0.8219 -5 - 38,130 29.2 11,134 11,134 13,102
7 H30 0.8548 -4 - 38,130 43.3 16,510 16,510 18,681
8 H31 0.8890 -3 - 38,130 53.3 20,323 20,323 22,111
9 R2 0.9246 -2 - 38,130 54.0 20,590 20,590 21,540

10 R3 0.9615 -1 - 38,130 59.7 22,764 22,764 22,899
11 R4 1.0000 0 - 38,130 68.3 26,043 26,043 25,189 評価年
12 R5 1.0400 1 - 38,130 75.7 28,864 28,864 26,844
13 R6 1.0816 2 - 38,130 87.8 33,478 33,478 29,939 完了年
14 R7 1.1249 3 - 38,130 100.0 38,130 38,130 28,786
15 R8 1.1699 4 - 38,130 100.0 38,130 38,130 31,525
16 R9 1.2167 5 - 38,130 100.0 38,130 38,130 30,312
17 R10 1.2653 6 - 38,130 100.0 38,130 38,130 29,147
18 R11 1.3159 7 - 38,130 100.0 38,130 38,130 28,026
19 R12 1.3686 8 - 38,130 100.0 38,130 38,130 26,947
20 R13 1.4233 9 - 38,130 100.0 38,130 38,130 25,912
21 R14 1.4802 10 - 38,130 100.0 38,130 38,130 24,914
22 R15 1.5395 11 - 38,130 100.0 38,130 38,130 23,957
23 R16 1.6010 12 - 38,130 100.0 38,130 38,130 23,035
24 R17 1.6651 13 - 38,130 100.0 38,130 38,130 22,149
25 R18 1.7317 14 - 38,130 100.0 38,130 38,130 21,297
26 R19 1.8009 15 - 38,130 100.0 38,130 38,130 20,478
27 R20 1.8730 16 - 38,130 100.0 38,130 38,130 19,691
28 R21 1.9479 17 - 38,130 100.0 38,130 38,130 18,933
29 R22 2.0258 18 - 38,130 100.0 38,130 38,130 18,205
30 R23 2.1069 19 - 38,130 100.0 38,130 38,130 17,505
31 R24 2.1911 20 - 38,130 100.0 38,130 38,130 16,831
32 R25 2.2788 21 - 38,130 100.0 38,130 38,130 16,184
33 R26 2.3699 22 - 38,130 100.0 38,130 38,130 15,561
34 R27 2.4647 23 - 38,130 100.0 38,130 38,130 14,963
35 R28 2.5633 24 - 38,130 100.0 38,130 38,130 14,387
36 R29 2.6658 25 - 38,130 100.0 38,130 38,130 13,834
37 R30 2.7725 26 - 38,130 100.0 38,130 38,130 13,302
38 R31 2.8834 27 - 38,130 100.0 38,130 38,130 12,790
39 R32 2.9987 28 - 38,130 100.0 38,130 38,130 12,298
40 R33 3.1187 29 - 38,130 100.0 38,130 38,130 11,825
41 R34 3.2434 30 - 38,130 100.0 38,130 38,130 11,371
42 R35 3.3731 31 - 38,130 100.0 38,130 38,130 10,933
43 R36 3.5081 32 - 38,130 100.0 38,130 38,130 10,513
44 R37 3.6484 33 - 38,130 100.0 38,130 38,130 10,108
45 R38 3.7943 34 - 38,130 100.0 38,130 38,130 9,720
46 R39 3.9461 35 - 38,130 100.0 38,130 38,130 9,346
47 R40 4.1039 36 - 38,130 100.0 38,130 38,130 8,986
48 R41 4.2681 37 - 38,130 100.0 38,130 38,130 8,641
49 R42 4.4388 38 - 38,130 100.0 38,130 38,130 8,308
50 R43 4.6164 39 - 38,130 100.0 38,130 38,130 7,989
51 R44 4.8010 40 - 38,130 100.0 38,130 38,130 7,682
52 R45 4.9931 41 - 38,130 100.0 38,130 38,130 7,387
53 R46 5.1928 42 - 38,130 100.0 38,130 38,130 7,102

合計（総便益額） 864,774
※経過年は評価年からの年数。

評
価
期
間

年
度

経
過
年

営農経費節減効果
新設及び機能向上分 計

に係る効果

資料５

8



（４）総便益額算出表 （単位：千円、％）
割引率

(１＋割引率)
ｔ 更 新 分

に 係 る 備考
効 果

(t) 年効果額 年効果額 効果発生 年 発 生 年効果額 同 左
① 割 合 効 果 額 割 引 後

② ③ ④ ⑤＝ ⑥＝ ⑦＝
0.04 ③×④ ②＋⑤ ⑥÷①

1 H24 0.6756 -10 - △ 6,120 0.0 - - - 着工年
2 H25 0.7026 -9 - △ 6,120 0.0 - - -
3 H26 0.7307 -8 - △ 6,120 0.0 - - -
4 H27 0.7599 -7 - △ 6,120 9.6 △ 588 △ 588 △ 774
5 H28 0.7903 -6 - △ 6,120 18.8 △ 1,151 △ 1,151 △ 1,408
6 H29 0.8219 -5 - △ 6,120 29.2 △ 1,787 △ 1,787 △ 2,103
7 H30 0.8548 -4 - △ 6,120 43.3 △ 2,650 △ 2,650 △ 2,998
8 H31 0.8890 -3 - △ 6,120 53.3 △ 3,262 △ 3,262 △ 3,549
9 R2 0.9246 -2 - △ 6,120 54.0 △ 3,305 △ 3,305 △ 3,458

10 R3 0.9615 -1 - △ 6,120 59.7 △ 3,654 △ 3,654 △ 3,675
11 R4 1.0000 0 - △ 6,120 68.3 △ 4,180 △ 4,180 △ 4,043 評価年
12 R5 1.0400 1 - △ 6,120 75.7 △ 4,633 △ 4,633 △ 4,309
13 R6 1.0816 2 - △ 6,120 87.8 △ 5,373 △ 5,373 △ 4,805 完了年
14 R7 1.1249 3 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 4,620
15 R8 1.1699 4 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 5,059
16 R9 1.2167 5 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 4,865
17 R10 1.2653 6 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 4,678
18 R11 1.3159 7 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 4,498
19 R12 1.3686 8 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 4,325
20 R13 1.4233 9 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 4,159
21 R14 1.4802 10 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 3,998
22 R15 1.5395 11 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 3,845
23 R16 1.6010 12 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 3,698
24 R17 1.6651 13 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 3,555
25 R18 1.7317 14 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 3,418
26 R19 1.8009 15 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 3,287
27 R20 1.8730 16 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 3,161
28 R21 1.9479 17 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 3,039
29 R22 2.0258 18 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 2,922
30 R23 2.1069 19 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 2,810
31 R24 2.1911 20 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 2,701
32 R25 2.2788 21 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 2,598
33 R26 2.3699 22 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 2,497
34 R27 2.4647 23 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 2,402
35 R28 2.5633 24 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 2,310
36 R29 2.6658 25 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 2,221
37 R30 2.7725 26 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 2,135
38 R31 2.8834 27 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 2,053
39 R32 2.9987 28 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 1,974
40 R33 3.1187 29 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 1,898
41 R34 3.2434 30 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 1,825
42 R35 3.3731 31 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 1,755
43 R36 3.5081 32 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 1,688
44 R37 3.6484 33 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 1,622
45 R38 3.7943 34 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 1,560
46 R39 3.9461 35 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 1,500
47 R40 4.1039 36 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 1,442
48 R41 4.2681 37 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 1,387
49 R42 4.4388 38 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 1,334
50 R43 4.6164 39 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 1,283
51 R44 4.8010 40 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 1,233
52 R45 4.9931 41 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 1,186
53 R46 5.1928 42 - △ 6,120 100.0 △ 6,120 △ 6,120 △ 1,140

合計（総便益額） △ 138,803
※経過年は評価年からの年数。

評
価
期
間

年
度

経
過
年

維持管理費節減効果
新設及び機能向上分 計

に係る効果

資料５

9



（４）総便益額算出表 （単位：千円、％）
割引率

(１＋割引率)
ｔ 更 新 分

に 係 る 備考
効 果

(t) 年効果額 年効果額 効果発生 年 発 生 年効果額 同 左
① 割 合 効 果 額 割 引 後

② ③ ④ ⑤＝ ⑥＝ ⑦＝
0.04 ③×④ ②＋⑤ ⑥÷①

1 H24 0.6756 -10 - 3,124 0.0 - - - 着工年
2 H25 0.7026 -9 - 3,124 0.0 - - -
3 H26 0.7307 -8 - 3,124 0.0 - - -
4 H27 0.7599 -7 - 3,124 9.6 300 300 395
5 H28 0.7903 -6 - 3,124 18.8 587 587 719
6 H29 0.8219 -5 - 3,124 29.2 912 912 1,074
7 H30 0.8548 -4 - 3,124 43.3 1,353 1,353 1,531
8 H31 0.8890 -3 - 3,124 53.3 1,665 1,665 1,812
9 R2 0.9246 -2 - 3,124 54.0 1,687 1,687 1,765

10 R3 0.9615 -1 - 3,124 59.7 1,865 1,865 1,876
11 R4 1.0000 0 - 3,124 68.3 2,134 2,134 2,064 評価年
12 R5 1.0400 1 - 3,124 75.7 2,365 2,365 2,199
13 R6 1.0816 2 - 3,124 87.8 2,743 2,743 2,453 完了年
14 R7 1.1249 3 - 3,124 100.0 3,124 3,124 2,358
15 R8 1.1699 4 - 3,124 100.0 3,124 3,124 2,583
16 R9 1.2167 5 - 3,124 100.0 3,124 3,124 2,484
17 R10 1.2653 6 - 3,124 100.0 3,124 3,124 2,388
18 R11 1.3159 7 - 3,124 100.0 3,124 3,124 2,296
19 R12 1.3686 8 - 3,124 100.0 3,124 3,124 2,208
20 R13 1.4233 9 - 3,124 100.0 3,124 3,124 2,123
21 R14 1.4802 10 - 3,124 100.0 3,124 3,124 2,041
22 R15 1.5395 11 - 3,124 100.0 3,124 3,124 1,962
23 R16 1.6010 12 - 3,124 100.0 3,124 3,124 1,887
24 R17 1.6651 13 - 3,124 100.0 3,124 3,124 1,814
25 R18 1.7317 14 - 3,124 100.0 3,124 3,124 1,745
26 R19 1.8009 15 - 3,124 100.0 3,124 3,124 1,678
27 R20 1.8730 16 - 3,124 100.0 3,124 3,124 1,613
28 R21 1.9479 17 - 3,124 100.0 3,124 3,124 1,551
29 R22 2.0258 18 - 3,124 100.0 3,124 3,124 1,491
30 R23 2.1069 19 - 3,124 100.0 3,124 3,124 1,434
31 R24 2.1911 20 - 3,124 100.0 3,124 3,124 1,379
32 R25 2.2788 21 - 3,124 100.0 3,124 3,124 1,326
33 R26 2.3699 22 - 3,124 100.0 3,124 3,124 1,275
34 R27 2.4647 23 - 3,124 100.0 3,124 3,124 1,225
35 R28 2.5633 24 - 3,124 100.0 3,124 3,124 1,179
36 R29 2.6658 25 - 3,124 100.0 3,124 3,124 1,134
37 R30 2.7725 26 - 3,124 100.0 3,124 3,124 1,090
38 R31 2.8834 27 - 3,124 100.0 3,124 3,124 1,047
39 R32 2.9987 28 - 3,124 100.0 3,124 3,124 1,008
40 R33 3.1187 29 - 3,124 100.0 3,124 3,124 969
41 R34 3.2434 30 - 3,124 100.0 3,124 3,124 931
42 R35 3.3731 31 - 3,124 100.0 3,124 3,124 896
43 R36 3.5081 32 - 3,124 100.0 3,124 3,124 862
44 R37 3.6484 33 - 3,124 100.0 3,124 3,124 828
45 R38 3.7943 34 - 3,124 100.0 3,124 3,124 796
46 R39 3.9461 35 - 3,124 100.0 3,124 3,124 766
47 R40 4.1039 36 - 3,124 100.0 3,124 3,124 736
48 R41 4.2681 37 - 3,124 100.0 3,124 3,124 708
49 R42 4.4388 38 - 3,124 100.0 3,124 3,124 681
50 R43 4.6164 39 - 3,124 100.0 3,124 3,124 655
51 R44 4.8010 40 - 3,124 100.0 3,124 3,124 630
52 R45 4.9931 41 - 3,124 100.0 3,124 3,124 605
53 R46 5.1928 42 - 3,124 100.0 3,124 3,124 582

合計（総便益額） 70,852
※経過年は評価年からの年数。

評
価
期
間

年
度

経
過
年

災害防止効果
新設及び機能向上分 計

に係る効果

資料５

10



（４）総便益額算出表 （単位：千円、％）
割引率

(１＋割引率)
ｔ 更 新 分

に 係 る 備考
効 果

(t) 年効果額 年効果額 効果発生 年 発 生 年効果額 同 左
① 割 合 効 果 額 割 引 後

② ③ ④ ⑤＝ ⑥＝ ⑦＝
0.04 ③×④ ②＋⑤ ⑥÷①

1 H24 0.6756 -10 - 64,635 0.0 - - - 着工年
2 H25 0.7026 -9 - 64,635 0.0 - - -
3 H26 0.7307 -8 - 64,635 0.0 - - -
4 H27 0.7599 -7 - 64,635 9.6 6,205 6,205 8,165
5 H28 0.7903 -6 - 64,635 18.8 12,151 12,151 14,871
6 H29 0.8219 -5 - 64,635 29.2 18,873 18,873 22,209
7 H30 0.8548 -4 - 64,635 43.3 27,987 27,987 31,668
8 H31 0.8890 -3 - 64,635 53.3 34,450 34,450 37,481
9 R2 0.9246 -2 - 64,635 54.0 34,903 34,903 36,513

10 R3 0.9615 -1 - 64,635 59.7 38,587 38,587 38,814
11 R4 1.0000 0 - 64,635 68.3 44,146 44,146 42,699 評価年
12 R5 1.0400 1 - 64,635 75.7 48,929 48,929 45,505
13 R6 1.0816 2 - 64,635 87.8 56,750 56,750 50,749 完了年
14 R7 1.1249 3 - 64,635 100.0 64,635 64,635 48,797
15 R8 1.1699 4 - 64,635 100.0 64,635 64,635 53,438
16 R9 1.2167 5 - 64,635 100.0 64,635 64,635 51,383
17 R10 1.2653 6 - 64,635 100.0 64,635 64,635 49,407
18 R11 1.3159 7 - 64,635 100.0 64,635 64,635 47,507
19 R12 1.3686 8 - 64,635 100.0 64,635 64,635 45,680
20 R13 1.4233 9 - 64,635 100.0 64,635 64,635 43,923
21 R14 1.4802 10 - 64,635 100.0 64,635 64,635 42,233
22 R15 1.5395 11 - 64,635 100.0 64,635 64,635 40,609
23 R16 1.6010 12 - 64,635 100.0 64,635 64,635 39,047
24 R17 1.6651 13 - 64,635 100.0 64,635 64,635 37,545
25 R18 1.7317 14 - 64,635 100.0 64,635 64,635 36,101
26 R19 1.8009 15 - 64,635 100.0 64,635 64,635 34,713
27 R20 1.8730 16 - 64,635 100.0 64,635 64,635 33,378
28 R21 1.9479 17 - 64,635 100.0 64,635 64,635 32,094
29 R22 2.0258 18 - 64,635 100.0 64,635 64,635 30,860
30 R23 2.1069 19 - 64,635 100.0 64,635 64,635 29,673
31 R24 2.1911 20 - 64,635 100.0 64,635 64,635 28,532
32 R25 2.2788 21 - 64,635 100.0 64,635 64,635 27,434
33 R26 2.3699 22 - 64,635 100.0 64,635 64,635 26,379
34 R27 2.4647 23 - 64,635 100.0 64,635 64,635 25,364
35 R28 2.5633 24 - 64,635 100.0 64,635 64,635 24,389
36 R29 2.6658 25 - 64,635 100.0 64,635 64,635 23,451
37 R30 2.7725 26 - 64,635 100.0 64,635 64,635 22,549
38 R31 2.8834 27 - 64,635 100.0 64,635 64,635 21,681
39 R32 2.9987 28 - 64,635 100.0 64,635 64,635 20,847
40 R33 3.1187 29 - 64,635 100.0 64,635 64,635 20,046
41 R34 3.2434 30 - 64,635 100.0 64,635 64,635 19,275
42 R35 3.3731 31 - 64,635 100.0 64,635 64,635 18,534
43 R36 3.5081 32 - 64,635 100.0 64,635 64,635 17,821
44 R37 3.6484 33 - 64,635 100.0 64,635 64,635 17,135
45 R38 3.7943 34 - 64,635 100.0 64,635 64,635 16,476
46 R39 3.9461 35 - 64,635 100.0 64,635 64,635 15,843
47 R40 4.1039 36 - 64,635 100.0 64,635 64,635 15,234
48 R41 4.2681 37 - 64,635 100.0 64,635 64,635 14,647
49 R42 4.4388 38 - 64,635 100.0 64,635 64,635 14,084
50 R43 4.6164 39 - 64,635 100.0 64,635 64,635 13,542
51 R44 4.8010 40 - 64,635 100.0 64,635 64,635 13,022
52 R45 4.9931 41 - 64,635 100.0 64,635 64,635 12,521
53 R46 5.1928 42 - 64,635 100.0 64,635 64,635 12,039

合計（総便益額） 1,465,907
※経過年は評価年からの年数。

評
価
期
間

年
度

経
過
年

景観・環境保全効果
新設及び機能向上分 計

に係る効果

資料５

11



（４）総便益額算出表 （単位：千円、％）
割引率

(１＋割引率)
ｔ 更 新 分

に 係 る 備考
効 果

(t) 年効果額 年効果額 効果発生 年 発 生 年効果額 同 左
① 割 合 効 果 額 割 引 後

② ③ ④ ⑤＝ ⑥＝ ⑦＝
0.04 ③×④ ②＋⑤ ⑥÷①

1 H24 0.6756 -10 - 2,686 0.0 - - - 着工年
2 H25 0.7026 -9 - 2,686 0.0 - - -
3 H26 0.7307 -8 - 2,686 0.0 - - -
4 H27 0.7599 -7 - 2,686 9.6 258 258 340
5 H28 0.7903 -6 - 2,686 18.8 505 505 639
6 H29 0.8219 -5 - 2,686 29.2 784 784 954
7 H30 0.8548 -4 - 2,686 43.3 1,163 1,163 1,361
8 H31 0.8890 -3 - 2,686 53.3 1,432 1,432 1,611
9 R2 0.9246 -2 - 2,686 54.0 1,450 1,450 1,568

10 R3 0.9615 -1 - 2,686 59.7 1,604 1,604 1,668
11 R4 1.0000 0 - 2,686 68.3 1,835 1,835 1,835 評価年
12 R5 1.0400 1 - 2,686 75.7 2,033 2,033 1,955
13 R6 1.0816 2 - 2,686 87.8 2,358 2,358 2,180 完了年
14 R7 1.1249 3 - 2,686 100.0 2,686 2,686 2,388
15 R8 1.1699 4 - 2,686 100.0 2,686 2,686 2,296
16 R9 1.2167 5 - 2,686 100.0 2,686 2,686 2,208
17 R10 1.2653 6 - 2,686 100.0 2,686 2,686 2,123
18 R11 1.3159 7 - 2,686 100.0 2,686 2,686 2,041
19 R12 1.3686 8 - 2,686 100.0 2,686 2,686 1,963
20 R13 1.4233 9 - 2,686 100.0 2,686 2,686 1,887
21 R14 1.4802 10 - 2,686 100.0 2,686 2,686 1,815
22 R15 1.5395 11 - 2,686 100.0 2,686 2,686 1,745
23 R16 1.6010 12 - 2,686 100.0 2,686 2,686 1,678
24 R17 1.6651 13 - 2,686 100.0 2,686 2,686 1,613
25 R18 1.7317 14 - 2,686 100.0 2,686 2,686 1,551
26 R19 1.8009 15 - 2,686 100.0 2,686 2,686 1,491
27 R20 1.8730 16 - 2,686 100.0 2,686 2,686 1,434
28 R21 1.9479 17 - 2,686 100.0 2,686 2,686 1,379
29 R22 2.0258 18 - 2,686 100.0 2,686 2,686 1,326
30 R23 2.1069 19 - 2,686 100.0 2,686 2,686 1,275
31 R24 2.1911 20 - 2,686 100.0 2,686 2,686 1,226
32 R25 2.2788 21 - 2,686 100.0 2,686 2,686 1,179
33 R26 2.3699 22 - 2,686 100.0 2,686 2,686 1,133
34 R27 2.4647 23 - 2,686 100.0 2,686 2,686 1,090
35 R28 2.5633 24 - 2,686 100.0 2,686 2,686 1,048
36 R29 2.6658 25 - 2,686 100.0 2,686 2,686 1,008
37 R30 2.7725 26 - 2,686 100.0 2,686 2,686 969
38 R31 2.8834 27 - 2,686 100.0 2,686 2,686 932
39 R32 2.9987 28 - 2,686 100.0 2,686 2,686 896
40 R33 3.1187 29 - 2,686 100.0 2,686 2,686 861
41 R34 3.2434 30 - 2,686 100.0 2,686 2,686 828
42 R35 3.3731 31 - 2,686 100.0 2,686 2,686 796
43 R36 3.5081 32 - 2,686 100.0 2,686 2,686 766
44 R37 3.6484 33 - 2,686 100.0 2,686 2,686 736
45 R38 3.7943 34 - 2,686 100.0 2,686 2,686 708
46 R39 3.9461 35 - 2,686 100.0 2,686 2,686 681
47 R40 4.1039 36 - 2,686 100.0 2,686 2,686 654
48 R41 4.2681 37 - 2,686 100.0 2,686 2,686 629
49 R42 4.4388 38 - 2,686 100.0 2,686 2,686 605
50 R43 4.6164 39 - 2,686 100.0 2,686 2,686 582
51 R44 4.8010 40 - 2,686 100.0 2,686 2,686 559
52 R45 4.9931 41 - 2,686 100.0 2,686 2,686 538
53 R46 5.1928 42 - 2,686 100.0 2,686 2,686 517

合計（総便益額） 63,265
※経過年は評価年からの年数。

評
価
期
間

年
度

経
過
年

国産農産物安定供給効果
新設及び機能向上分 計

に係る効果

資料５
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２．効果額の算定方法
（１）作物生産効果

○効果の考え方

○対象作物
さとうきび、パインアップル、牧草

○年効果額算定式

年効果額＝単収増加年効果額
※１

＋作付増減年効果額
※２

○年効果額の算定

新設 効果要因 生 産 物 増 加 年効果額
・ 事業なかりせば 事業ありせば 増減 単 価 粗 収 益
更新

① ② ③ ④ ⑤＝③×④ ⑥ ⑦＝⑤×⑥

t t t 千円/t 千円 % 千円

新設 作付増 200.1 284.8 84.7 22 1,888 2 37

計 37

新設 作付増 61.9 82.0 20.1 287 5,768 18 1,038

計 1,038

新設 作付増 1,873.7 2,282.6 408.9 49 20,036 13 2,604

計 2,604

27,692 3,679
0 0

27,692 3,679

【新設】

【共通】

経済効果算定に必要な諸係数通知による標準値等を用いた。

　事業を実施した場合（事業ありせば）と事業を実施しなかった場合（事業なかりせば）の農作物生産量の
比較により年効果額を算定した。

※１　単収増加年効果額＝（事業ありせば農作物生産量－事業なかりせば農作物生産量）×
　　　　　　　　　　　　単価×単収増加の純益率
※２　作付増減年効果額＝（事業ありせば農作物生産量－事業なかりせば農作物生産量）×
　　　　　　　　　　　　単価×作付増減の純益率

作
物
名

農作物生産量 純
益
率

さ
と
う
き
び

パ
イ
ン
ア
ッ

プ
ル

牧
草

新設

・生産物単価： 農業物価統計等による最近５カ年の販売価格に消費者物価指数を反映した価格を用
いた。

・純益率：

更新
合計

・農作物生産量： 「事業なかりせば」は、事業実施前の現況の生産量であり、土地改良事業計画書に
記載された各種諸元を基に算定した。
「事業ありせば」は、計画の生産量であり、「事業ありせば」による作付増を考慮
して算定した。

資料５
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（２）営農経費節減効果

○効果の考え方

○対象作物
さとうきび、パインアップル、牧草

○効果算定式
年効果額＝事業なかりせば営農経費－事業ありせば営農経費

○年効果額の算定
さとうきび（区画整理：機械利用効率の向上による経費の増減）
パインアップル（区画整理：機械利用効率の向上による経費の増減）
牧草（区画整理：機械利用効率の向上による経費の増減）

年効果額

現況 評価時点
事業なかりせば

営農経費
事業ありせば

営農経費
（事業なかりせば） （事業ありせば）

① ② ③ ④
千円 千円 千円 千円 千円

38,130

-

38,130

【新設】
・事業なかりせば営農経費（①）

・事業ありせば営農経費（②）

　事業を実施した場合（事業ありせば）と事業を実施しなかった場合（事業なかりせば）の労働費、機械経費、
その他の生産資材費について比較し、それらの営農経費の増減から年効果額を算定した。

作物名

営農経費

新設 更新

⑤＝（①-②）
　　＋(③-④）

さとうきび
13,931 4,586 - - 9,345

（区画整理）

パインアップル
7,506 5,034 - - 2,472

（区画整理）

牧草
47,297 20,984 - - 26,313

：評価時点の営農経費であり、沖縄県の農業経営指標
等を基に算定した。

（区画整理）

新設

更新

合計

：地区の実態調査を基に算定した。

資料５

14



（３）維持管理費節減効果

○効果の考え方

○対象施設
農道、排水路、沈砂池

○効果算定式
年効果額＝事業なかりせば維持管理費－事業ありせば維持管理費

○年効果額の算定
＜農道＞

事業なかりせば
維持管理費

年効果額

① ③＝①－②
千円 千円

179 △ 234

△ 234

【新設】

＜排水路＞
事業なかりせば

維持管理費
年効果額

① ③＝①－②
千円 千円

0 △ 3,829

△ 3,829

【新設】

＜沈砂池＞
事業なかりせば

維持管理費
年効果額

① ③＝①－②
千円 千円

0 △ 2,057

△ 2,057

　事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）を比較し、維持管
理費の増減をもって年効果額を算定した。

区分
事業ありせば
維持管理費

②
千円

新設整備 413

計

・事業なかりせば維持管理費（①）：
現況施設の経費を基に算定した。

・事業ありせば維持管理費（②）： 施設管理者からの聞き取りによる評価時点の維持管理
費の実績値を基に算定した。

※本事業の実施により増加が見込まれる維持管理費は、新設整備区分の年効果額△234千円。
＜算定額＞新設整備区分「①－②」＝179千円-413千円=△234千円（節減額）

区分
事業ありせば
維持管理費

②
千円

新設整備 3,829

計

・事業なかりせば維持管理費（①）：
現況施設の経費を基に算定した。

・事業ありせば維持管理費（②）： 施設管理者からの聞き取りによる評価時点の維持管理
費の実績値を基に算定した。

※本事業の実施により増加が見込まれる維持管理費は、新設整備区分の年効果額△3,829千円。
＜算定額＞新設整備区分「①－②」＝0千円-3,829千円=△3,829千円（増加額）

区分
事業ありせば
維持管理費

②
千円

新設整備 2,057

計

資料５
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【新設】

＜農道＋排水路＋沈砂池＞

△ 6,120

※本事業の実施により増加が見込まれる維持管理費は、新設整備区分の年効果額△2,057千円。
＜算定額＞新設整備区分「①－②」＝0千円-2,057千円=△2,057千円（増加額）

合計

・事業なかりせば維持管理費（①）：
現況施設の経費を基に算定した。

・事業ありせば維持管理費（②）： 施設管理者からの聞き取りによる評価時点の維持管理
費の実績値を基に算定した。
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（４）災害防止効果

○効果の考え方

○対象資産
農地

○効果算定式
年効果額＝事業なかりせば年被害（想定）額－事業ありせば年被害（想定）額

○年効果額の算定

　事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）を比較し、災害（洪水等）の
発生に伴う農作物等の被害が防止又は軽減される効果を算定した。

対象資産項目
事業なかりせば

年被害（想定）額
事業ありせば

年被害（想定）額
年効果額

① ② ③＝①－②
千円 千円 千円

農業関係資産
（新設）

3,689 565 3,124

計 3,689 565 3,124

新設 3,124

更新 -

合計 3,124

・事業なかりせば年被害（想
　定）額（①）：

現況（事業を実施しなかった場合）の年間耕土流出量に対して単
位流出量当たり年効果額（耕土作り経費）により算定した。

・事業ありせば年被害（想定）額（②）： 計画（事業を実施した場合）の年間耕土流出量に対して単位流出
量当たり年効果額（耕土作り経費）により算定した。

資料５
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（５）景観・環境保全効果

○効果の考え方

○対象施設
農地、グリーンベルト、排水路、沈砂池

○年効果額算定式
年効果額＝一戸あたりの支払意志額×受益範囲世帯数×｛Ｃ１/（Ｃ１＋Ｃ２）｝

ただし、
Ｃ１：景観・環境保全施設の資本還元額のうち当該土地改良事業分
Ｃ２：景観・環境保全施設の資本還元額のうちその他事業分

○年効果額の算定

土地改良 CVM 当該土地 その他
施設名 による 改良事業の 事業の

効果額 資本還元額 資本還元額
① ③ ④

千円 千円 千円

農地、グ
リーンベ
ルト、排
水路、沈
砂池

64,635 342 0

　景観や自然環境が保全、創設される効果であり、市場で扱われていない価値であるため、受益者にWTP
（Willingness To Pay：支払意志額）を尋ねることで、その価値を直接的に評価する手法であるCVM
（Contingent Valuation Method：仮想市場法）により効果を算定した。

区分
景観・環境 当該土地改良
保全施設の 事業における
資本還元額 効果額
②＝③＋④ ⑤＝①×（③/②）

新設整備

千円 千円

342 64,635

資料５
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（６）国産農産物安定供給効果

○効果の考え方

○対象作物

○効果算定式
年効果額＝年増加粗収益額×単位食料生産額当たり効果額（原単位）

○年効果額の算定

増加粗収益額
（千円）

単位食料生産額当たり効果額
（効果額（円）/食料生産額（千
円））

当該土地改良事業
における効果額
（千円）

① ② ③＝①×②

27,692 97 2,686

- 97 -

2,686

・年増加粗収益額（①）： 作物生産効果の算定過程で整理した作物生産量を基に、事業あ
りせば増加粗収益額と事業なかりせば増加粗収益額を算定し
た。

・単位食料生産額当たり効果額
（②）：

『「国産農産物安定供給効果」について（平成27年3月27日付け
農村振興局整備部長通知）』で定められた「97円/千円」を使用
した。

さとうきび、パインアップル、牧草

　国産農産物の安定供給に対して国民が感じる安心感の効果であるため、一般国民に対してWTP
（Willingness To Pay：支払意志額）を尋ねることで、その価値を直接的に評価する手法である。
CVM（Contingent Valuation Method：仮想市場法）により年効果額を算定した。

区分

新設整備

更新整備

合計

資料５
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３．評価に使用した資料

【共通】
・

・

・

・

・

【費用】
・

【便益】
・
・

農林水産省農村振興局整備部（監修）[改訂版]「新たな土地改良の効果算定マニュアル」大成出版社
（平成27年９月５日第２版第１刷発行）

「土地改良事業の費用対効果分析マニュアルの制定について」の一部改正について（令和４年４月７
日付け４農振第37号農林水産省農村振興局整備部長通知）

土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成19年３月28日付け18農振第1598号農林
水産省農村振興局企画部長通知（令和４年４月１日一部改正））

土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数等について（令和４年４月１日付け農林水産省農村振
興局整備部土地改良企画課課長補佐（事業効果班）事務連絡）

当該事業費及び関連事業費に係る一般に公表されていない諸元については、沖縄県農林水産部農地農
村整備課調べ

「土地改良事業の費用対効果分析マニュアルの制定について」の一部改正について（平成30年２月１
日付け29農振第1784号農林水産省農村振興局整備部長通知）

内閣府沖縄総合事務局農林水産部（平成28～令和２年）「第46～50次沖縄農林水産統計年報」
上記以外の効果算定に必要な各種諸元については、沖縄県農林水産部農地農村整備課調べ
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令和４年度  

農業農村整備事業等補助事業評価技術検討会（期中評価） 

沖縄総合事務局 

 

 

技術検討会の公表等について 

 

（１） 技術検討会の公表及び傍聴 

 委員の了解を経て公表、傍聴可とする。 

 

（２） 技術検討会資料及び評価結果 

 技術検討会の議事録及び資料の取扱いは、技術検討会において技術検

討会委員により決定。 

 
<令和４年度の公表方法（案）＞ 

 
公表資料 

公表部局／公表方法 参考 
他局の事業評価の取り

扱い 農林水産省 沖縄総合事務局 

技

術

検

討

会 

開 催 － プレスリリース プレスリリース 

傍 聴 － 
傍聴可 
※プレスリリース 

傍聴可 
※プレスリリース 

議事録 － ホームページ 
議事録を委員の了解を

経て公表 

資 料 － ホームページ ホームページ 

評

価

結

果 

費用対分析に関

する説明資料 
ホームページ 

ホームページ 
（本省 HP リンク） 

ホームページ 
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時期 技術検討会 内容

1 12月15日（木）～
補助事業管理委員会
幹事、委員、委員長の順に資料持ち回り

・技術検討会の進め方
・スケジュール
・評価結果(案）の説明

2 １月27日（金） 補助事業評価技術検討会（期中評価） 〃

3 ３月末 評価結果の公表 本省及び局HPに掲載

令和４年度　沖縄総合事務局 　補助事業評価のスケジュール（案）
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農業農村整備事業等補助事業評価（期中・完了後）実施要領

平成15年２月13日付け14農振第1906号

最終改正 平成22年９月21日付け22生畜第1225号

平成22年９月21日付け22農振第1248号

第１ 趣旨

農業農村整備事業等の効率性及び事業実施過程の透明性の一層の向上を図るため、

国の補助金の交付を受けて都道府県等事業実施主体（以下「事業主体」という。）が

実施している事業（以下「補助事業」という。）に関して、農林水産省は、農林水産

省政策評価基本計画（平成 22年８月 10日農林水産大臣決定。以下「基本計画」とい

う。）に基づく事業評価として、事業採択後一定期間ごとに事業実施の妥当性につい

て総合的かつ客観的に評価し、補助金交付の方針の決定を行う期中の評価（以下「再

評価」という。）及び事業完了後一定期間経過後に事業実施のもたらす効果について、

総合的かつ客観的に評価を行う完了後の評価（以下「事後評価」という。）を実施す

ることとする。

第２ 対象事業及び実施時期

１ 再評価

（１）事業評価の対象となる事業は、行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成 13
年法律第 86号。以下「政策評価法」という。）第７条第１項に基づく農林水産省

政策評価実施計画（以下「実施計画」という。）の別表３の１の（２）及び２の

（２）に掲げる補助事業のうち生産局及び農村振興局の所掌に係るものとし、そ

の事業を行う地区（以下「事業地区」という。）について、原則として、次に掲

げる年度において事業評価を実施するものとする。

ア 事業採択後５年が経過した時点で未着手の事業地区にあっては、当該時点の

属する年度

イ 事業採択後 10 年が経過した時点で継続中の事業地区にあっては、当該時点

の属する年度

ウ 事業採択後 10 年を超えて継続中の事業地区にあっては、直近に再評価を実

施した年度から５年度ごと

（２）当該年度内に対象事業地区が事業を完了する場合は、実施しないものとする。

（３）（１）のほか、自然災害の発生、社会経済情勢の変化等により必要と認められ

る場合は、適切な時期に実施するものとする。

２ 事後評価

（１）事業評価の対象となる事業は、実施計画の別表３の１の（２）に掲げる補助事

業のうち生産局及び農村振興局の所掌に係るものであって、総事業費 10 億円以

上のものとし、その事業を完了した地区について、原則として、事業完了後一定

期間（おおむね５年）経過後に事業評価を実施するものとする。ただし、事業完
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了後の事業評価が政策評価法により義務づけられていないことから、事業主体の

協力が得られる範囲内で実施するものとする。

（２）（１）のほか、自然災害の発生、社会経済情勢の変化等により必要と認められ

る場合は、適切な時期に実施するものとする。

第３ 事業評価の実施手続

１ 地方農政局（北海道にあっては生産局又は農村振興局、沖縄県にあっては沖縄総

合事務局。以下「地方農政局等」という。）においては、関係部課長をもって構成

する補助事業評価委員会で評価結果書案等を検討の上取りまとめる。

なお、事業評価の実施に当たっては、事業主体の協力の下実施するものとする。

２ 生産局又は農村振興局においては、評価結果書案等を取りまとめ、評価書の案を

作成する。

第４ 事業評価の実施

１ 再評価

（１）地方農政局長（北海道にあっては農林水産省生産局長又は農林水産省農村振興

局長（以下「生産局長等」という。）、沖縄県にあっては沖縄総合事務局長。以

下「地方農政局長等」という。）は、事業主体の協力の下、以下の項目を基本的

な内容とする必要な情報・データ等を収集し、補助金交付の方針案（予算割当て

に関する方針案及びその理由等。）を取りまとめ、再評価地区別資料（別紙様式

１）及び再評価結果書（別紙様式２）の案を作成するものとする。

〔再評価地区別資料記載項目〕

ア 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化（費用対効果分析の結果を

含む。）

イ 農業情勢、農村の状況その他の社会経済情勢の変化

ウ 事業の進捗状況

エ 関連事業の進捗状況

オ その他

（２）地方農政局長等は、再評価結果書案等を再評価の実施年度の２月末日までに生

産局長等に報告するものとする。

（３）生産局長等は、地方農政局長等からの報告を踏まえ、当該事業の補助金交付の

方針案を決定する。

２ 事後評価

（１）地方農政局長等は、事業主体の協力の下、以下の項目を基本的な内容とする必

要な情報・データ等を収集し、事後評価地区別結果書（別紙様式３）を取りまと

めるものとする。

〔事後評価地区別結果書記載項目〕

ア 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化
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イ 事業効果の発現状況（費用対効果分析の結果を含む。）

ウ 事業により整備された施設の管理状況

エ 事業実施による環境の変化

オ 社会経済情勢の変化

カ 今後の課題等

（２）地方農政局長等は、事後評価地区別結果書を事後評価の実施年度の２月末日ま

でに生産局長又は農村振興局長に報告するものとする。

（３）生産局長等は、地方農政局長等からの報告を踏まえた対象事業の事後評価の結

果等を有効に活用し、今後の事業の在り方の検討、事業評価手法の改善等を進め

るものとする。

第５ 学識経験者等の知見の活用

評価に当たっては、客観性の確保及び多様な意見を反映させるとともに、評価手法

の向上を図るため、学識経験者等の第三者の知見を活用するものとする。

第６ 評価結果等の公表

１ 生産局長等は、基本計画第５の３の（４）のイに基づき、原則として事業評価の

実施年度の３月末日までに評価書を公表するものとする。

２ 評価書の公表に当たっては、事業評価の透明性や評価結果の検証可能性を確保す

る観点から、関連文書、評価の基礎となったデータ、第三者等から聴取した意見を

併せて公表するものとする。

第７ 評価手法の改善

評価手法については、今後更なる評価精度の向上を図るため逐次改善に努めるもの

とする。

第８ 評価基礎資料等の収集における事業主体の積極的な協力

事業主体は、主体性をもって事業の効率的・効果的な実施を図る観点から、必要な

情報の収集及び事業効果の把握に努めるものとする。

その際、事業により整備される施設の管理主体が事業主体と異なる場合には、事業

主体は管理主体の協力を得るものとする。

なお、これら収集・把握した情報等について事業主体は、地方農政局等へ積極的に

提供し、事業評価の的確な実施に協力するものとする。

第９ 委任

補助事業評価委員会の事務その他必要な事項については、地方農政局長等が別に定

めるものとする。
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（別紙様式１）

農業農村整備事業等再評価地区別資料

局 名

都道府県名 関係市町村名

事 業 名 地 区 名

事業主体名 事業採択年度

〔事業内容〕

〔項 目〕

ア 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化（費用対効果分析の結果を含む。）

イ 農業情勢、農村の状況その他の社会経済情勢の変化

ウ 事業の進捗状況

エ 関連事業の進捗状況

オ その他

事 業 主 体 の

事業実施方針

事 業 主 体 の

予算要求方針

第 三 者

の 意 見

補 助 金

交 付 の 方 針

（注１）「事業主体の事業実施方針」欄は、事業主体が決定した当該地区の継続、事業内容の見直し、
中止を記入する。

（注２）「事業主体の予算要求方針」欄は、事業主体の事業実施方針に基づき事業主体が決定した予
算要求方針（予算要求する、予算要求しない）を記入する。

（注３）「第三者の意見」欄は、第三者の意見のうち特記すべき内容について記入する。
（注４）「補助金交付の方針」欄は、地方農政局等にあっては、欄の名称を「補助金交付の方針案」

とし、国としての補助金交付の方針案（予算割当に関する方針及びその理由等）を簡潔に記
入する。
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（別紙様式２）

農業農村整備事業等再評価結果書

項 目 事業主 事 業 主 体 の 第 三 者 補 助 金

都道府県名 事 業 名 地 区 名 事業主体名 体の事 備 考
ア B/C イ ウ エ 業実施 予算要求方針 の 意 見 交付 の 方針

方針

（注１）「項目」欄については、ア．費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化（費用対効果分析の結果を含む。）、イ．農業情勢、農村の状況そ

の他の社会情勢の変化、ウ．事業の進捗状況、エ．関連事業の進捗状況に関して点検した結果、所定の条件を満足している場合は○を、そうで

ない場合は×を、条件を満足する必要がない場合は－を記入する。

（注２）「補助金交付の方針」欄については、地方農政局等にあっては「補助金交付の方針案」とし、国としての補助金交付の方針案（予算割当に関

する方針及びその理由等）を簡潔に記入する。
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（別紙様式３）

農業農村整備事業等事後評価地区別結果書

局 名

都道府県名 関係市町村名

事 業 名 地 区 名

事業主体名 事業完了年度

〔事業内容〕

〔項 目〕

ア 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

イ 事業効果の発現状況（費用対効果分析の結果を含む。）

ウ 事業により整備された施設の管理状況

エ 事業実施による環境の変化

オ 社会経済情勢の変化

カ 今後の課題等

事 後 評 価 結 果

第 三 者 の 意 見

（注１）「事後評価結果」欄は、項目の内容を総括して記入する。
（注２）「第三者の意見」欄は、第三者の意見のうち特記すべき内容について記入する。
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15 13
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事業評価技術検討会設置要領

（設置）

第１ 農業農村整備事業等の効率性及び透明性の確保を図るため、事業評価技術検討会を

設置し、事業の効果算定、環境面等の技術的・専門的な知見を聴取することとする。

（構成）

第２ 事業評価技術検討会の構成等は、次のとおりとする。

１．構成

、 （ 、 、事業評価技術検討会は 国又は関係機関 関係する土地改良区 地方公共団体

その他の関係機関をいう ）に属する者以外の学識経験者を委員とし、国営事業。

については５名程度、補助事業については３名程度をもって構成する。

２．座長

座長は、委員の互選により選出する。

３．委員の任期

委員の任期は、委嘱の日から、同日の属する年度の末日までとする。

（会議）

第３ 事業評価技術検討会は、委員から事業の効果算定、環境面等の技術的・専門的な知

見を聴取する。

（附則）

この要領は、平成１１年 ９月 ６日から施行する。

一部改正 平成１５年１０月 １日

一部改正 平成１７年 １月２７日

一部改正 平成２２年 １月２１日

一部改正 平成２８年 ４月 １日

一部改正 平成２９年 ８月２９日

最終改正 令和 ４年１１月２９日
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